
•企業会
計に合わ
せる 

•償却に
よって、
ソフトの
利用期
間にわた
り費用配
分する 

•統一基
準に合わ
せる 

•資産計
上するこ
とで、台
帳との照
合が簡
便になる 

（処理なし） 

正味財産 

I 流動資産 

 

I 流動負債 

II 固定資産 

II 固定負債 

2 普通財産 

4 インフラ資産 

・・・ 

・・・ 

1 行政財産 
・・・ 

・・・ 

3 重要物品 

5 ソフトウェア 

6 リース資産 

7 建設仮勘定 

有価証券 

・・・ 

・・・ 

・・・ 

・・・ 

行政収入 

・・・ 

行政費用 

・・
・ 

・・・ 

・
・・ 

金融収入 金融費用 

特別収入 特別費用 

貸借対照表 

行政コスト計算書 

（注記） 3月末時点で○○億円の歳入歳出外現金がある。 

9 投資その他の資産 

地方消費税 
（清算前） 

補助費等 
（地方消費税清算金） 

補助費等（その他） 

減価償却費 

出捐金 

船舶 

航空機 

船舶 

航空機 

工作物 

浮標等 

建物 

土地 

賞与引当金 

退職給与引当金 

8 ソフトウェア仮勘定 

出資金及出捐金 

投資損失引当金 

下記10項目を改正し、平成29年度決算から適用 （❸のみ平成30年度から）。 

東京都会計基準 改正項目一覧 資料9－2 

支出時に費用処理 

（処理なし） 

開発支出を 

仮勘定にプール 

仮勘定から 

本勘定に振替え 

（処理なし） 

5年で償却 

（残存価額ゼロ） 

出捐時に費用処理 
資産計上 

（出資金と同様） 

出捐先で費消され 

たら、費用処理 

残存価額あり 1円まで償却 

船舶等で一括り 船舶と航空機に分割 

インフラだけ大括り 横串が刺せる 

29年度以
降に開発に
着手する、 

開発総経
費1億円以
上の情報処
理システム
は、 

開発に係
る委託料を
資産計上し
て、 

5年で償
却（残価ゼ
ロ） 

有形固定
資産の残
存価額を
廃止し、 

備忘価額1

円まで償却 

「船舶等」
を 

・船舶 

・航空機 

に区分して 

処理・表示 

インフラ資産
（有形固定資
産）を 

・建物 

・工作物 

・浮標等 

・土地 

の4つに区分 

 

ソフトウェア 

の 

資産計上 

 

出捐金 

の 

資産計上 

 

残存価額 

の廃止 

 

船舶・航空機 

の分割 

インフラ 

資産の分割 

法定福利費を 

引当計算に含める 

6月支給賞与本体
額の6分の4を引当 

賞与本体
（期末手当・
勤勉手当）
に加え、法
定福利費
（共済組合
負担金）を引
当対象に 

 

賞与 

引当金の 

算定方法 

見直し 

勤続年数別かつ 

任命権者別に 

（健全化法ベース） 

任命権者別に 

引当額を算定 

引当額の計
算単位を変
更 

特別職も引
当対象に 

基準日を年
度末に変更 

※各局の処理
手続は変更
なし 

30%低下の段階で 

引当計上 

50%以上低下で 

減損処理 

連結対象団
体に対する
投資につい
ては、減損
に加え、実
質価額等が
30％低下し
た段階で引
当処理 

 

投資損失 

引当金の 

新規引当 

消費税に係る 

収入・費用を区分 

地方消費税に 

係る収支が不明 

「地方税」
を「都税」
と「地方消
費税（清
算前）」に
区分 

「補助費
等」を「地
方消費税
清算金」と
「その他」
に区分 

 

地方 

消費税等 

の分割 

各会計合算 
財務諸表に 
注記 

（記載なし） 

歳入歳出外
現金（歳計
外現金）の3

月末残高を、
各会計合算
財務諸表に
注記 

 

歳入歳出 

外現金 

の注記 

 

退職給与 

引当金の 

算定方法 

見直し 

都 税 

3 

5 

4 

1 

2 

7 

8 

6 

9 

10 

現 行 改正後 現 行 改正後 

12 
月 
分 

1 
月 
分 

2 
月 
分 

3 
月 
分 

4 
月 
分 

5 
月 
分 

地方税 

行コス（CFも同様） 

補助費等 

都 税 

地方 
消費税 
（清算前） 

その他 

地 

方 

税 

補
助
費
等 

地方消費税 
清算金 

賞与本体 

（期末手当・ 
勤勉手当） 

法定福利費 

賞与本体 

（期末手当・ 
勤勉手当） 

法定福利費 

年度 

帳
簿
価
額 

年度 

帳
簿
価
額 

耐用年数 耐用年数 

残存価額 

✂ 

✂ 

✂ 
✂ 

✂ 

✂ 

（借） 
物件費 

（貸） 
未払金 

（貸） 
未払金 

（借） 
ソフトウェア 

仮勘定 

（借） 
ソフトウェア 

（貸） 
ソフトウェア 

仮勘定 

（借） 
減価 

償却費 

（貸） 
減価償却 

累計額 

（借） 
出捐金 

(行コス) 

（貸） 
未払金 

（借） 
出資出捐 

(BS) 

（貸） 
未払金 

（借） 
出捐金 

(行コス) 

（貸） 
出資出捐 

(BS) 

出捐時は
すべて資産
計上 

出捐先団
体で費消さ
れ、公有財
産から減額
する際に費
用処理 

勤続年数(年) 

1 2 ・・・ 41 42 

知事 

教育 

警視 

消防 

任
命
権
者 

勤続年数(年) 

1 2 ・・・ 41 42 

知事 

教育 

警視 

消防 

計 算 単 位 

回復見込み 

実
質
価
額
等 

あ り な し 

減損 

取得原価 

で据置き 
±0% 

▲30% 

▲50% 

回復見込み 
あ り な し 

減損 

行コス（CFも同様） 

引当計上 

取得原価 

で据置き 

• 企業会計に
合わせる 

• 法定福利費
分も職務へ
の対価であ
り、引当要
件満たす 

• 統一基準に
合わせる 

• 数値の精度
が向上する 

• 減損に至る
前の注意喚
起情報とし
て導入 

• 都を通り抜
けるだけで、
最終的に残
らない額を
明示 

• 保管現金に
関する情報
を注記で補
足 

• 出納整理期
間を考慮す
る歳計現金
との整合に
配慮し、オン
バランスに
はしない 

• 企業会計
に合わせる 

• 統一基準
に合わせる 

• もともと公
有財産台
帳上でも
区分され
ている 

• 行政財産
や普通財
産の区分
に合わせる 

• 統一基準
を参考に
整理 

建 港 教 警 消 

建 港 産労 オリ 

税 

会計 

のみ 

のみ 

（改正内容） （主旨・効果） （改正内容） （主旨・効果） 

12 
月 
分 

1 
月 
分 

2 
月 
分 

3 
月 
分 

4 
月 
分 

5 
月 
分 

開

発

支

出 

完

成 

運

用 

出
捐
支
出 

取

崩

し 

行政 普通 

船
舶
等 

船
舶
等 

行政 普通 

船
舶 

航空機 

船
舶 

航空機 

行政 普通 

建物 

行政 普通 インフラ インフラ 

工作物 

浮標等 

土地 

建物 

工作物 

浮標等 

土地 

土地 

以外 

土地 

建物 

工作物 

浮標等 

土地 

建物 

工作物 

浮標等 

土地 

建物 

工作物 

浮標等 

土地 

✂ 


